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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 	 5,000,000,000


5,000,000,000
計 

②【発行済株式】 

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成2 5年9月3 0日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成2 5年1 1月1 4日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

東京・名古屋各市場第一 単元株式数 
普通株式 2,070,018,213 2,070,018,213

部、ロンドン 	 1,000株

計 2,070,018,213 2,070,018,213 －	 －

（２）【新株予約権等の状況】


該当事項はありません。 


（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】


該当事項はありません。 


（４）【ライツプランの内容】


該当事項はありません。 


（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数残高 
（千株） 

発行済株式 資本金残高 

（百万円） 

資本金増減額 資本準備金 
総数増減数 増減額 
（千株） （百万円） （百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成25年7月 1日～ 

平成25年9月30日 	
－ 2,070,018 － 324,625 － －
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（６）【大株主の状況】

平成25年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

富士電機株式会社 川崎市川崎区田辺新田1番1号 228,391 11.03

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋三丁目1 1番1号） 

106,637 5.15

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目8番11号 69,478 3.36

富士通株式会社従業員持株会 川崎市中原区上小田中4丁目1番1号 56,202 2.72

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目6番1号 41,389 2.00

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 36,963 1.79

東京都中央区晴海1丁目8番11号 30,849 1.49

計 － 727,855 35.16 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町2丁目11番3号 71,906 3.47

（信託口） 

24 SHEDDEN ROAD PO BOX 1586 GEORGE


ロイヤルバンクオブカナダトラストカン

TOWN GRAND CAYMAN KY1-1110 CAYMAN 

パニー（ケイマン）リミテツド 

ISLANDS
55,000 2.66

（常任代理人 立花証券株式会社） 
（東京都中央区日本橋小網町7番2号） 

ザバンクオブニユーヨークトリーテイー
AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040 

ジヤスデツクアカウント 
BRUSSELS, BELGIUM 31,037 1.50

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行） 
（東京都千代田区丸の内2丁目7番1号） 

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）の所有株式数は、各行の信託業務に係る

ものです。 

２．富士電機株式会社の所有株式のうち、118,892千株は退職給付信託としてみずほ信託銀行株式会社に信託さ

れ、資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託された信託財産であり、議決権の行使については、富士電

機株式会社の指図により行使されることとなっております。なお、富士電機株式会社及びその連結子会社

は、当社株式を、退職給付信託財産として所有する株式（118,892千株）を含め、合計231,875千株（発行済

株式総数に対する所有株式数の割合11.20％）所有しております。 

３．株式会社みずほコーポレート銀行は、平成25年7月1日に株式会社みずほ銀行と合併し、商号を株式会社みず

ほ銀行に変更しております。株式会社みずほ銀行の所有株式のうち、4,250千株は退職給付信託としてみず

ほ信託銀行株式会社に信託され、資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託された信託財産であり、議決

権の行使については、株式会社みずほ銀行の指図により行使されることとなっております。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口9） 

- 16 -



2013/11/12 22:10:2513948651_第２四半期報告書_20131112220848

  

  

   

４．平成23年7月4日付でドッチ・アンド・コックスより、当社株式に係る大量保有報告書（報告義務発生日 	平

成23年6月30日）が関東財務局長に提出されておりますが、当社として実質所有株式数の確認ができており

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりで

す。 

氏名又は名称 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％） 

ドッチ・アンド・コックス 

5.02 

103,918 5.02

103,918 合計 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 

平成25年9月30日現在

無議決権株式 －

議決権制限株式（自己株式等） 

議決権制限株式（その他） 

完全議決権株式（自己株式等） 

完全議決権株式（その他） 

単元未満株式 

発行済株式総数 

総株主の議決権 

－

－ －

－ －

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

－ －

－ －

（自己保有株式） 

普通株式 790,000

（相互保有株式） 

普通株式  195,000

－ －

－ －

2,054,556 －

普通株式  2,054,556,000 2,054,556 －

普通株式 14,477,213

2,070,018,213


－

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有

していない株式が900株含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が37,000株（議決権の数

37個）含まれております。 

②【自己株式等】 

所有者の氏名又は
名称 

富士通株式会社 

北陸コンピュー

タ・サービス株式

会社 

株式会社ＨＤＣ 

中央コンピュータ

ー株式会社 

株式会社東和シス

テム 

株式会社テクノプ

ロジェクト 

計 

所有者の住所 

東京都港区東新橋一

丁目5番2号 

石川県金沢市駅西本

町二丁目7番21号 

札幌市中央区南一条

西十丁目2 

大阪市北区中之島六

丁目2番27号 

東京都千代田区神田

小川町三丁目10番地 

島根県松江市学園南

二丁目10番14号 

－

平成25年9月30日現在

自己名義所有

株式数（株） 


他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

790,000
 － 790,000



18,000

 81,000

 99,000



50,000
 － 50,000



4,000

 17,000

 21,000 

－ 16,000

 16,000 

9,000 － 9,000 

871,000 114,000 985,000 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

0.04


0.00


0.00


0.00


0.00


0.00


0.05



（注）１．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が900株含まれておりま

す。 

２．北陸コンピュータ・サービス株式会社、中央コンピューター株式会社及び株式会社東和システムの他

人名義所有株式は、ＦＳＡ富士通持株会名義の株式のうち、各社が議決権行使の指図権を有する持分

です。 
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動は以下のとおりです。 

（１）新任役員 

該当事項はありません。 

（２）退任役員 

該当事項はありません。 

（３）役職の異動 

当社は、役員選任プロセスの透明性・客観性の確保と、役員報酬決定プロセスの透明性・客観性、役員報

酬体系・水準の妥当性の確保などを目的として、取締役会の諮問機関である指名委員会、報酬委員会を設置

しております。 

当社は、平成25年7月30日開催の取締役会において、両委員会の委員を以下のとおり決定いたしました。 

（重任） 


委員 間塚 道義 （取締役会長、取締役会議長） 


（新任） 


委員長 谷内 正太郎（当社取締役、内閣官房参与） 


委員 古河 建純 （当社取締役） 


委員 山室 惠 （当社監査役、弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 弁護士 顧問） 
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